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インボイス～10月1日前後の取引にご注意 �
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9 月 の 税 務 と 労 務9月 （長月）SEPTEMBER
21日・敬老の日
22日・国民の休日
23日・秋分の日

国　税／�8月分源泉所得税の納付� �
� 9月10日

国　税／�7月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等）� 9月30日

国　税／�1月決算法人の中間申告� �
� 9月30日

国　税／�10月、1月、4月決算法人
の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 9月30日

　免税事業者等からの課税仕入れに係る税額控除の控除可能割合
が、今年10月1日以降は仕入税額相当額の7割（従来は8割）とな
るため、10月1日前後の取引は課税仕入れの時期にご注意くださ
い。課税仕入れの時期は原則として、商品の仕入れは引渡日ですが、
役務提供を受けた場合は約した役務の全部が完了した日です。



資
金
の
支
出
を
伴
う
節
税

　

資
金
の
支
出
を
伴
う
節
税
の
代
表

例
と
し
て
は
、「
頑
張
っ
て
く
れ
た

従
業
員
に
決
算
賞
与
を
支
給
す
る
」

「
交
際
費
課
税
の
特
例
の
枠
が
残
っ

て
い
る
か
ら
使
い
切
る
」「
自
分
の

社
用
車
を
買
い
換
え
る
」
…
と
い
っ

た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
場
合
、ま
ず
考
え
る
べ
き
は
、

そ
の
支
出
自
体
が
「
自
社
に
と
っ
て

本
当
に
有
益
で
あ
る
か
ど
う
か
？
」

で
す
。
従
業
員
に
決
算
賞
与
を
支
給

す
れ
ば
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
高
ま
る
、

疎
遠
に
な
り
か
け
て
い
た
得
意
先
を

ゴ
ル
フ
に
誘
え
ば
商
談
の
機
会
が
得

ら
れ
る
、
そ
ろ
そ
ろ
社
用
車
を
買
い

換
え
よ
う
と
思
っ
て
い
た
の
で
丁
度

良
い
タ
イ
ミ
ン
グ
だ
っ
た
…
と
い
う

場
合
に
は
積
極
的
に
検
討
す
べ
き
で

す
。

◆
支
出
額
＝
節
税
額
で
は
な
い

　

そ
の
際
に
注
意
す
べ
き
は
、
例
え

ば
従
業
員
に
総
額
１
０
０
０
万
円
の

決
算
賞
与
を
支
給
し
た
と
し
て
も
、

法
人
税
等
が
１
０
０
０
万
円
減
る
わ

け
で
は
な
い
、
と
い
う
点
で
す
。

　

こ
の
決
算
賞
与
の
例
に
よ
る
法
人

ま
ず
は
決
算
予
想
と

タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

　

決
算
が
近
づ
く
と
、
当
期
の
損
益

予
想
と
納
税
額
の
試
算
を
行
い
ま

す
。
そ
の
中
で
、
利
益
が
順
調
に
計

上
さ
れ
て
い
る
場
合
や
、
予
想
以
上

に
利
益
が
計
上
さ
れ
そ
う
な
場
合
に

は
「
決
算
対
策
と
し
て
、
合
法
的
な

節
税
対
策
は
無
い
だ
ろ
う
か
？
」
と

タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
を
考
え
ま

す
。
こ
れ
は
毎
年
の
ル
ー
テ
ィ
ー
ン

で
は
あ
り
ま
す
が
、
同
じ
企
業
で
あ

っ
て
も
、
そ
の
時
々
で
判
断
は
変
わ

る
も
の
で
す
。

　

そ
の
よ
う
な
時
に
よ
く
「
税
金
を

払
う
く
ら
い
な
ら
、
お
金
を
×
×
×

に
使
っ
て
し
ま
っ
た
方
が
い
い
」
と

い
う
声
を
耳
に
し
ま
す
が
、
本
当
に

そ
う
な
の
で
し
ょ
う
か
。
実
は
、
こ

の
考
え
方
に
は
大
き
な
誤
解
が
潜
ん

で
い
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

毎
年
検
討
さ
れ
る
節
税
方
法
に

は
、「
資
金
の
支
出
を
伴
う
節
税
」

と「
資
金
の
支
出
を
伴
わ
な
い
節
税
」

の
二
つ
が
あ
り
ま
す
。
節
税
に
よ
る

効
果
を
最
大
限
に
享
受
す
る
た
め
に

も
、
こ
れ
ら
に
つ
い
て
考
え
て
み
ま

し
ょ
う
。

税
等
の
節
税
額
は
、
概
算
で
１
０
０

０
万
円
×
35
％（
法
人
税
・
住
民
税
・

事
業
税
等
の
仮
定
税
率
）
＝
３
５
０

万
円
が
節
税
額
と
な
り
、
正
味
で
は

１
０
０
０
万
円
（
当
初
支
出
額
）

－

３
５
０
万
円
（
節
税
額
）
＝
６
５
０

万
円
が
社
外
に
流
出
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

節
税
額
よ
り
支
出
額
の
方
が
多
く

な
る
と
い
う
点
は
交
際
費
も
同
様
で

す
。
ま
し
て
や
、
交
際
費
が
損
金
と

な
る
枠
で
あ
る
年
8
0
0
万
円
（
中

小
企
業
の
場
合
）
を
超
え
る
場
合
に

は
、
そ
の
超
え
た
交
際
費
の
全
額
が

正
味
の
資
金
支
出
と
な
り
、
節
税
効

果
は
無
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

◆
駆
け
込
み
購
入
で
節
税
効
果
薄
く

　

社
用
車
の
買
換
え
に
つ
い
て
も
注

意
が
必
要
で
す
。
自
動
車
等
の
減
価

償
却
資
産
は
、
原
則
と
し
て
耐
用
年

数
（
普
通
自
動
車
な
ら
6
年
）
に
わ

た
り
計
上
し
て
い
く
た
め
、
購
入
金

額
の
全
額
が
購
入
時
の
損
金
に
な
る

わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

さ
ら
に
、
新
規
取
得
資
産
の
減
価

償
却
は
、
年
間
の
償
却
額
の
う
ち
当

期
に
対
応
す
る
月
数
分
の
み
と
な
る

た
め
、
例
え
ば
３
月
決
算
の
会
社
が

３
月
に
社
用
車
を
買
い
換
え
た
場

「節税した方がお得」は誤解！？「節税した方がお得」は誤解！？
～押さえておきたい節税の常識～～押さえておきたい節税の常識～
　企業にとって、合法的な節税は積極的に検討すべきテーマです。しかしながら、　企業にとって、合法的な節税は積極的に検討すべきテーマです。しかしながら、
目先の節税を追求するあまり、却って無駄に資金を減らすこととなり、節税が逆効目先の節税を追求するあまり、却って無駄に資金を減らすこととなり、節税が逆効
果になるケースも多いようです。果になるケースも多いようです。
　節税を考える場合のポイントについて解説します。　節税を考える場合のポイントについて解説します。
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ず
れ
も
節
税
に
繋
が
る
も
の
で
す
が
、

資
金
支
出
を
伴
う
点
を
踏
ま
え
て
購

入
・
加
入
を
判
断
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

例
え
ば
、
航
空
機
や
船
舶
な
ど
の

オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
リ
ー
ス
投
資
は
、

リ
ー
ス
期
間
の
初
期
に
多
額
の
損
失

を
計
上（
税
務
上
は
、
原
則
と
し
て
、

損
失
の
累
計
は
出
資
額
を
限
度
と
し

ま
す
）
し
、
後
半
に
お
い
て
反
対
に

利
益
を
計
上
す
る
仕
組
み
が
多
い
よ

う
で
す
。
よ
っ
て
、
投
資
を
行
っ
た

初
年
度
に
は
大
き
な
節
税
効
果
が
得

ら
れ
ま
す
が
、
同
時
に
、
投
資
額
の

資
金
支
出
を
伴
い
ま
す
。

　

保
険
に
つ
い
て
も
、
支
払
い
保
険

料
の
う
ち
損
金
算
入
で
き
る
割
合
は

保
険
契
約
の
内
容
に
よ
り
異
な
り
ま

す
が
、
一
定
の
節
税
効
果
を
得
ら
れ

る
一
方
で
、
支
払
保
険
料
と
し
て
の

資
金
支
出
を
伴
い
ま
す
。
年
払
い
の

保
険
契
約
で
あ
れ
ば
毎
年
、
同
様
の

節
税
効
果
と
資
金
支
出
が
発
生
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

◆
「
課
税
の
繰
延
べ
」
は
将
来
的
な

利
益
計
上
時
の
計
画
も
必
須

　

な
お
、
特
に
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ

リ
ー
ス
な
ど
は
、
特
定
の
事
業
年
度

に
大
き
な
損
金
計
上
を
行
い
た
い
場

◆
要
件
を
満
た
せ
ば
損
金
処
理
が
可

　

損
金
処
理
す
る
た
め
の
、
一
般
的

な
要
件
と
し
て
は
、

 

不
良
在
庫
の
処
分　

期
末
ま
で
に
廃

棄
し
て
、
廃
棄
業
者
か
ら
決
算
日

ま
で
の
日
付
が
入
っ
た
廃
棄
証
明

書
を
入
手
し
て
お
く

 

不
良
債
権
の
処
理　

債
務
者
に
対
し

て
期
末
ま
で
に
債
権
放
棄
通
知
書

を
送
達
す
る
、
取
引
先
と
の
最
終

取
引
か
ら
一
年
以
上
取
引
（
売

上
・
入
金
等
）
が
停
止
し
て
い
る

か
ど
う
か
を
確
認
す
る
、
等

 

減
価
償
却
資
産
の
除
却　

期
末
ま
で

に
廃
棄
し
て
、
廃
棄
業
者
か
ら
決

算
日
ま
で
の
日
付
が
入
っ
た
廃
棄

証
明
書
を
入
手
す
る

と
い
っ
た
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
賃
上
げ
税
制
な
ど
、

税
額
控
除
の
適
用
を
受
け
る
こ
と

も
、
有
用
な
節
税
手
段
で
す
。

オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
リ
ー
ス
等
を

活
用
す
る
場
合

　

合
法
的
な
節
税
を
考
え
る
場
合
、

「
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
リ
ー
ス
」や「
役

員
保
険
」
な
ど
を
検
討
す
る
こ
と
も

多
い
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
い

合
に
は
大
き
な
効
果
を
期
待
で
き
ま

す
が
、
将
来
の
リ
ー
ス
期
間
終
了
時

等
に
は
、
逆
に
多
額
の
利
益
が
計
上

さ
れ
、
納
税
が
発
生
し
ま
す
。
い
わ

ゆ
る「
課
税
の
繰
延
べ
」で
あ
り
、
こ

れ
を
上
手
に
活
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
か
ど
う
か
が
ポ
イ
ン
ト
と
な
り
ま
す
。

　

加
え
て
、
こ
れ
ら
の
方
法
は
投
資

で
あ
る
以
上
、
投
資
本
来
の
リ
ス
ク

や
為
替
リ
ス
ク
等
も
踏
ま
え
て
の
判

断
に
な
り
ま
す
。

ま
と
め

　

以
上
の
よ
う
に
、
節
税
を
検
討
す

る
際
に
は
、
資
金
支
出
を
伴
う
節
税

で
は
、
そ
の
効
果
と
経
営
へ
の
影
響

を
十
分
に
考
慮
し
、
一
方
、
資
金
支

出
を
伴
わ
な
い
節
税
で
は
、
税
務
上

の
要
件
を
満
た
す
か
ど
う
か
を
よ
く

吟
味
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
加
え

て
、課
税
の
繰
延
べ
と
な
る
も
の
は
、

長
期
的
な
視
点
で
の
検
討
が
欠
か
せ

ま
せ
ん
。

　

決
算
期
末
ギ
リ
ギ
リ
に
な
っ
て
か

ら
対
策
を
検
討
す
る
の
で
は
な
く
、

余
裕
を
持
っ
て
決
算
予
想
・
税
額
予

想
を
行
い
、
後
で
後
悔
す
る
こ
と
の

無
い
よ
う
、
十
分
に
検
討
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

合
、
そ
の
期
に
損
金
と
な
る
の
は
年

間
減
価
償
却
費
の
12
分
の
１
だ
け
で

す
。
結
果
と
し
て
、
そ
の
買
い
換
え

た
社
用
車
は
、
購
入
額
の
大
部
分

が
、
正
味
の
資
金
支
出
と
な
り
ま
す

（
次
年
度
以
後
は
、
減
価
償
却
費
が

計
上
さ
れ
節
税
に
な
り
ま
す
）。

　

こ
の
よ
う
に
、
資
金
支
出
を
伴
う

節
税
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
支
出

の
本
来
の
経
営
的
意
義
や
効
果
を
十

分
に
検
討
し
、
特
に
減
価
償
却
資
産

を
購
入
す
る
際
は
、
年
度
始
め
に
取

得
し
て
使
用
を
開
始
す
る
な
ど
の
工

夫
が
必
要
で
す
。

資
金
の
支
出
を
伴
わ
な
い
節
税

　

一
方
、そ
の
事
業
年
度
に
お
い
て
、

資
金
の
支
出
を
伴
わ
ず
に
で
き
る
節

税
も
あ
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、「
不
良
在
庫
の
処
分
」「
不

良
債
権
の
処
理
」「
不
要
に
な
っ
た
減

価
償
却
資
産
の
除
却
」
な
ど
が
考
え

ら
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
は
損
金
処
理
す

る
た
め
の
一
定
の
要
件
を
満
た
す
必

要
は
あ
り
ま
す
が
、
要
件
を
満
た
し

て
処
理
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
処
分

損
失
等
の
額
×
35
％
が
法
人
税
等
の

節
税
と
な
り
、
純
粋
に
税
金
支
出
の

減
少
に
つ
な
が
り
ま
す
。
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あ
な
た
は
１
日
何
時
間
座
っ
て
い

ま
す
か
？

　

運
動
不
足
を
気
に
す
る
こ
と
は
あ

っ
て
も
、
自
分
の
座
位
時
間
を
意
識

す
る
方
は
多
く
な
い
で
し
ょ
う
。
し

か
し
、
座
位
時
間
が
長
い
ほ
ど
、
が

ん
や
糖
尿
病
、
認
知
症
な
ど
の
病
気

や
不
調
の
リ
ス
ク
が
高
ま
る
と
報
告

さ
れ
て
い
ま
す
。
座
り
す
ぎ
の
リ
ス

ク
を
減
ら
す
に
は
、
ま
ず
は
①
１
日

の
総
座
位
時
間
を
８
時
間
未
満
に
減

ら
す
こ
と
で
す
。
通
勤
中
は
立
つ
、

家
や
職
場
で
こ
ま
め
に
動
く
、
デ
ス

ク
ワ
ー
ク
を
立
っ
て
行
う
環
境
も
よ

い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

加
え
て
、
②
１
回
の
座
位
時
間
を

短
く
、
30
分
に
１
回
、
３
分
間
程
度

立
ち
上
が
り
歩
く
か
、
そ
の
場
で
足

踏
み
を
す
る
。
そ
し
て
③
座
っ
て
い

て
も
で
き
る
だ
け
動
く
こ
と
で
す
。

座
り
な
が
ら
か
か
と
を
上
げ
下
げ
、

足
踏
み
な
ど
座
位
中
は
頻
繁
に
姿
勢

を
変
え
る
こ
と
を
意
識
し
、
座
っ
た

ま
ま
の
運
動
を
試
し
て
く
だ
さ
い
。

座
り
す
ぎ
注
意

　ビジネスネームを導入する企業が増えて
います。ビジネスネームとは、本名とは異
なる、仕事上で使用する名前のことです。
従来は、結婚後も旧姓で働きたい人や、
LGBT（性的少数者）などの観点からアイデ
ンティティ確立のために本名を伏せたい人
などに配慮した概念でしたが、ここ数年は、
プライバシー保護やカスタマーハラスメン
ト（カスハラ）対策で導入する動きが広がっ
ています。
　厚生労働省が2024年に公表した調査で
は、企業の23％が「顧客からの著しい迷惑
行為に関する相談が過去3年間で増えた」
と回答しています。若年の女性スタッフを
中心に、SNSで本名を検索されたり、長時
間のつきまといを受けるなど接触リスクが
あったといいます。ビジネスネームを利用
することで、顧客からのクレームが従業員
個人への攻撃ではなく、会社への正当な指

摘に帰着しやすいというメリットがあります。
　職場によっては、旧姓を通称使用しつつ、
給与や社会保険は戸籍上の名前、顧客対応
はビジネスネームと、3つの名前を使い分
けるケースも想定されます。
　導入にあたり注意すべき点は、人事情報
の一元管理を徹底させることです。特に社
会保険、税務、行政対応は戸籍名で行われ
るため、管理が不十分だと混乱や手続きの
遅延が起きてしまいます。また、社内でビ
ジネスネームのルールを周知させ共有して
おくことも重要です。
　ビジネスネームの活用例としては、名札
の表記をプライバシー保護の観点から変え
る動きがあり、奈良県生駒市や東京都三鷹
市など自治体でも名札の表記を名字のみに
切り替えたり、約830店舗を展開するタリー
ズコーヒージャパンでは名札をイニシャル
表記に変更しました。実名は顧客に安心感
を与えますが、カスハラ被害が多いサービ
ス業等では、柔軟にビジネスネームを活用
してもよいのではないでしょうか。

ビジネスネーム利用

　電球の寿命を比較してみましょう。1日
8時間点灯した場合、白熱電球は125～
250日、蛍光灯は2～4年、そしてLED
電球は13～17年と、LEDは圧倒的に長
寿命です。しかも白熱電球のように突然点
かなくなる「球切れ」は起こりません。白
熱電球はフィラメントに電流が流れて発熱
し、徐々に蒸発して細くなり、最後には切
れてしまいますが、LEDはプラスとマイ
ナスの電流が内部で衝突する際のエネル
ギーを利用して発光するため、原理的には
半永久的に使用できるとされています。
　寿命の判断は、白熱電球は突然点かなく
なり、蛍光灯はチカチカし始めますが、
LEDは徐々に暗くなることで判断できます。
LEDが点かなくなるのは、寿命ではなく
故障であることが多く、内部の電源装置が
うまく放熱できないと不点灯になり、また
湿気に弱いので内部基板の故障が起こるこ
ともあります。浴室など湿気の多い場所で
は使用環境に合ったものを選びましょう。

LEDは10年もつ？！
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